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〒602-8570 京都市上京区下立売通新町西入薮ノ内町

発行所　　京 都 府
政 策 法 務 課
電  話 （075） 414-4037

〒602-8048 京都市上京区下立売通小川東入　　　　

印刷所　　中 西 印 刷 株 式 会 社
電  話 （075） 441-3155

本号で公布された条例のあらまし

◇職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例（京都府条例第20号）（職員総務課、教育庁教職員企
画課）

１　改正の理由
　　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行規則（平成10年厚生省令第99号）の一部改正

により、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成10年法律第114号）における今般の
新型コロナウイルス感染症の位置付けが新型インフルエンザ等感染症から五類感染症に改められたこと等を踏
まえ、所要の改正を行うものである。
２　改正の内容
　　新型コロナウイルス感染症に係る防疫作業及び学校の緊急の臨時休業の実施のための業務に対して支給する

こととしている特殊勤務手当の特例を廃止することとした。（附則第３項及び第４項関係）
３　施行期日
　　令和５年７月11日

条　　　　　例

○職員の特殊勤務手当に関する条例の一部
を改正する条例 （職員総務課、教育庁教職員企画課）    4

○災害派遣手当等に関する条例の一部を改
正する条例　 （職員総務課）   〃

○京都府ふるさと応援寄附基金条例　 （総務調整課）   〃
○京都府新型コロナウイルス感染症対策応

援基金条例を廃止する条例　 （　　〃　　）    5
○京都府府税条例及び京都府産業廃棄物税

条例の一部を改正する条例　
  （税務課、循環型社会推進課）   〃
○京都府認定こども園の認定等の要件等に

関する条例等の一部を改正する条例
 （こども・青少年総合対策室、障害者支援課、家庭支援課）    9
○京都府の事務処理の特例に関する条例の

一部を改正する条例　 （経営支援・担い手育成課）   10
○京都府立高等学校等設置条例の一部を改

正する条例　 （教育庁管理課）   11

規　　　　　則

○京都府産業廃棄物税条例施行規則の一部
を改正する規則　 （税務課、循環型社会推進課）   11

○障害者の日常生活及び社会生活を総合的
に支援するための法律に基づく指定障害
福祉サービスの事業の人員等の基準等に
関する条例施行規則等の一部を改正する
規則　 （障害者支援課）   15

訓　　　　　令

○現業職員の特殊勤務手当に関する規程の
一部を改正する訓令　 （職員総務課）   16

人 事 委 員 会

○職員の特殊勤務手当に関する規則の一部を改正す
る規則　   〃

○感染症防疫作業手当を支給する感染症について定
めた告示の一部改正　   17

○新型コロナウイルス感染症により生じた事態に対
処するための特殊勤務手当の特例について定めた
告示の廃止　   〃
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◇災害派遣手当等に関する条例の一部を改正する条例（京都府条例第21号）（職員総務課）

１　改正の理由
　　新型インフルエンザ等対策特別措置法及び内閣法の一部を改正する法律（令和５年法律第14号）による新型

インフルエンザ等対策特別措置法（平成24年法律第31号）の一部改正に伴い、所要の改正を行うものである。
２　改正の内容
　　新型インフルエンザ等対策特別措置法の一部改正による条ずれ及び新型インフルエンザ等緊急事態派遣手当

の名称変更等に伴い、所要の規定整備を行うこととした。（第１条、第２条関係）
３　施行期日
　　令和５年７月11日又は新型インフルエンザ等対策特別措置法及び内閣法の一部を改正する法律の施行の日の

いずれか遅い日

◇京都府ふるさと応援寄附基金条例（京都府条例第22号）（総務調整課）

１　制定の理由
　　ふるさと京都府を応援しようとする人々から広く寄附金を募り、これを活用することにより、市町村との連

携の下に地域の振興及び府域の均衡ある発展を図るとともに、一人ひとりの夢や希望が実現できる京都づくり
を推進することを目的とする京都府ふるさと応援寄附基金（以下「基金」という。）の設置に関し、必要な事
項を定めるため、条例を制定するものである。
２　制定の内容
　⑴　基金の設置について定めることとした。（第１条関係）
　⑵　基金として積み立てる額について定めることとした。（第２条関係）
　⑶　基金に属する現金は、金融機関への預金その他確実かつ有利な方法により保管することとした。（第３条

関係）
　⑷　基金の運用収益は、予算に計上し、基金に繰り入れることとした。（第４条関係）
　⑸　基金は、その設置の目的を達成するための経費の財源に充てる場合に限り、処分することができることと

した。（第５条関係）
　⑹　知事は、財政上必要があると認めるときは、繰戻し方法等を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り

替えて運用することができることとした。（第６条関係）
　⑺　その他基金の管理に関し必要な事項は、知事が別に定めることとした。（第７条関係）
３　施行期日
　　令和５年７月11日

◇京都府新型コロナウイルス感染症対策応援基金条例を廃止する条例（京都府条例第23号）（総務調整課）

１　廃止の理由
　　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行規則（平成10年厚生省令第99号）の一部改正

により、今般の新型コロナウイルス感染症が新型インフルエンザ等感染症から五類感染症に改められたこと等
を踏まえ、京都府新型コロナウイルス感染症対策応援基金条例を廃止することとした。
２　施行期日
　　令和５年７月11日

◇京都府府税条例及び京都府産業廃棄物税条例の一部を改正する条例（京都府条例第24号）（税務課、循環型社
会推進課）

１　改正の理由
　　令和５年度税制改正としての地方税法（昭和25年法律第226号）等の一部改正に伴い、個人府民税、軽油引

取税、自動車税、産業廃棄物税等について、所要の改正を行うものである。
２　改正の内容
　⑴　個人府民税に関する事項
　　　特定中小会社が発行した株式に係る譲渡損失の繰越控除等の対象に、一定の所得割の納税義務者が払込み

により取得をした一定の株式会社の設立特定株式を加えることとした。（第１条（附則第11条の３）関係）
　⑵　軽油引取税に関する事項
　　　日本国の自衛隊とオーストラリア国防軍との間における相互のアクセス及び協力の円滑化に関する日本国

とオーストラリアとの間の協定に規定する訪問部隊として日本国内に所在するオーストラリア国防軍が公用
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 に供する軽油の輸入をする場合等について、課税免除措置を講じることとした。（第１条（第58条、第61条
の２）関係）

　⑶　自動車税に関する事項
　　ア　令和６年１月１日以後の環境性能割の税率の適用区分を見直すこととした。（第１条（第63条の６）関係）
　　イ　令和７年４月１日以後の環境性能割の税率の適用区分を見直すこととした。（第２条（第63条の６）関係）
　⑷　その他
　　　その他所要の規定整備を行うこととした。（第１条（第33条の２、第61条の２の２、附則第15条の４の６）、

第２条（附則第15条の４の８、附則第15条の４の９、附則第15条の５）、第３条関係）
３　施行期日
　　令和６年１月１日。ただし、２の⑷（第３条中第16条の改正に係る部分を除く。）については令和５年７月
11日、２の⑷（第１条中第33条の２の改正に係る部分に限る。）については令和７年１月１日、２の⑶のイ及
び⑷（第２条中附則第15条の４の８、附則第15条の４の９及び附則第15条の５の改正に係る部分に限る。）に
ついては令和７年４月１日、２の⑵及び⑷（第１条中第61条の２の２及び附則第15条の４の６の改正に係る部
分に限る。）については令和５年７月11日又は日本国の自衛隊とオーストラリア国防軍との間における相互の
アクセス及び協力の円滑化に関する日本国とオーストラリアとの間の協定の効力発生の日のいずれか遅い日

◇京都府認定こども園の認定等の要件等に関する条例等の一部を改正する条例（京都府条例第25号）（こども・
青少年総合対策室、障害者支援課、家庭支援課）

１　改正の理由
　　こども家庭庁設置法等の施行に伴う厚生労働省関係省令の整備等に関する省令（令和５年厚生労働省令第48

号）及びこども家庭庁組織規則（令和５年内閣府令第38号）の制定による児童福祉施設の設備及び運営に関す
る基準（昭和23年厚生省令第63号）等の一部改正に伴い、関係条例について所要の改正を行うものである。
２　改正の内容
　　次に掲げる条例について、所要の改正を行うこととした。
　⑴　京都府認定こども園の認定等の要件等に関する条例（平成18年京都府条例第46号）
　⑵　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業の人

員等の基準等に関する条例（平成24年京都府条例第32号）
　⑶　児童福祉法に基づく指定通所支援の事業の人員等の基準等に関する条例（平成24年京都府条例第34号）
　⑷　児童福祉法に基づく指定障害児入所施設の人員等の基準等に関する条例（平成24年京都府条例第35号）
　⑸　児童福祉法に基づく児童福祉施設の設備等の基準に関する条例（平成24年京都府条例第36号）
３　施行期日
　　令和５年７月11日

◇京都府の事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例（京都府条例第26号）（経営支援・担い手育成課）

１　改正の理由
　　農地中間管理事業の推進に関する法律（平成25年法律第101号）の規定に基づく知事による農用地利用集積

等促進計画（以下「促進計画」という。）の認可等に係る事務について、地域の実情に応じた農地の利活用及
び農業振興を推進するとともに、事務の効率化を図ることができるよう、市町村が事務処理をすることとする
ため、所要の改正を行うものである。
２　改正の内容
　　農地中間管理事業の推進に関する法律第18条第１項の規定による促進計画の認可並びに同条第７項の規定に

よる認可の通知及び公告に係る事務は、市町村が処理することとした。（別表関係）
３　施行期日
　　令和５年７月11日

◇京都府立高等学校等設置条例の一部を改正する条例（京都府条例第27号）（教育庁管理課）

１　改正の理由
　　府立向日が丘支援学校について、改築のため一時的に移転することに伴い、京都府立高等学校等設置条例に

ついて所要の改正を行うものである。
２　改正の内容
　　令和５年８月26日を始期とし、令和９年８月１日から起算して８月を超えない範囲内において教育委員会規
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15号）の一部を次のように改正する。
　第１条中「第154条」の右に「（国民保護法第183条に
おいて準用する場合を含む。）」を加え、「第44条」を「第
26条の８」に、「災害対策基本法第32条第１項」を「同項」
に、「新型インフルエンザ等緊急事態派遣手当」を「特
定新型インフルエンザ等対策派遣手当」に改める。
　第２条第１項中「第44条」を「第26条の８」に改める。

　　　附　則

　この条例は、公布の日又は新型インフルエンザ等対策
特別措置法及び内閣法の一部を改正する法律（令和５年
法律第14号）の施行の日のいずれか遅い日から施行する。

京都府条例第22号

京都府ふるさと応援寄附基金条例

（設置）
第１条　ふるさと京都府を応援しようとする人々から広

く寄附金を募り、これを活用することにより、市町村
との連携の下に地域の振興及び府域の均衡ある発展を
図るとともに、一人ひとりの夢や希望が実現できる京
都づくりを推進するため、京都府ふるさと応援寄附基
金（以下「基金」という。）を設置する。

（積立て）
第２条　基金として積み立てる額は、前条に規定する基

金の設置の目的のために寄附された寄附金の額とする。
（管理）
第３条　基金に属する現金は、金融機関への預金その他

確実かつ有利な方法により保管しなければならない。
（運用益金の処理）
第４条　基金の運用から生じる収益は、一般会計歳入歳

出予算に計上して、基金に繰り入れるものとする。
（処分）
第５条　基金は、第１条に規定する基金の設置の目的を

達成するための経費の財源に充てる場合に限り、これ
を処分することができる。

（繰替運用）
第６条　知事は、財政上必要があると認めるときは、確

実な繰戻しの方法、期間及び利率を定めて、基金に属
する現金を歳計現金に繰り替えて運用することができ
る。

（委任）
第７条　この条例に定めるもののほか、基金の管理に関

し必要な事項は、知事が別に定める。

　条　　　　例　

　次に掲げる条例をここに公布する。

　職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条
例
　災害派遣手当等に関する条例の一部を改正する条例
　京都府ふるさと応援寄附基金条例
　京都府新型コロナウイルス感染症対策応援基金条例を
廃止する条例
　京都府府税条例及び京都府産業廃棄物税条例の一部を
改正する条例
　京都府認定こども園の認定等の要件等に関する条例等
の一部を改正する条例
　京都府の事務処理の特例に関する条例の一部を改正す
る条例
　京都府立高等学校等設置条例の一部を改正する条例

　　令和５年７月11日
　　　　京都府知事　西　脇　　隆　俊

京都府条例第20号

職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正す
る条例

　職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和31年京都府条
例第29号）の一部を次のように改正する。
　附則第１項の前の見出し、附則第３項の前の見出し、
同項及び附則第４項を削る。

　　　附　則

１　この条例は、公布の日から施行する。
２　この条例の施行前にこの条例による改正前の職員の

特殊勤務手当に関する条例附則第３項又は第４項に規
定する作業又は業務に従事した職員の当該従事に係る
特殊勤務手当については、なお従前の例による。

京都府条例第21号

災害派遣手当等に関する条例の一部を改正する条
例

　災害派遣手当等に関する条例（昭和38年京都府条例第

 則で定める日までの間、同校の所在地「長岡京市井ノ内」を「長岡京市今里南平尾」とする規定を置くことと
する。（附則関係）
３　施行期日
　　令和５年８月26日
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の80」に改め、同号ウ中「2.5トン」を「3.5トン」に
改め、同号エ中「2.5トン以下のトラック」を「3.5ト
ン以下のバス」に改め、同号エアａ中「２分の１」を
「４分の３」に改め、同号エアｂ中「４分の１」を「２
分の１」に改め、同号エイを次のように改める。

　　　　イ　エネルギー消費効率が令和２年度基準エネ
ルギー消費効率に100分の105を乗じて得た数
値以上であること。

　　第63条の６第１項第１号オ中「2.5トンを超え」及
び「バス又は」を削り、同号オイ中「平成27年度基準
エネルギー消費効率に100分の110を乗じて得た数値」
を「基準エネルギー消費効率であつて令和４年度以降
の各年度において適用されるべきものとして定められ
たもの（以下この条において「令和４年度基準エネル
ギー消費効率」という。）に100分の95を乗じて得た
数値（車両総重量が2.5トン以下のトラックにあつて
は、令和４年度基準エネルギー消費効率）」に改め、
同号カ中「バス又は」を削り、同号カイ中「平成27年
度基準エネルギー消費効率に100分の115を乗じて得た
数値」を「令和４年度基準エネルギー消費効率」に改
め、同項第２号アイ中「100分の65」を「100分の70」
に改め、同号イイ中「100分の75」を「100分の80」に
改め、同項第３号アア中「法第149条第１項第６号イ
⑴の総務省令で定めるもの（以下この条において「平
成21年軽油軽中量車基準」を「同号イ⑴の総務省令で
定めるもの（以下この条において「平成21年軽油軽中
量車基準」に改め、同号アイ中「100分の65」を「100
分の70」に改め、同号イイ中「100分の75」を「100分
の80」に改め、同号オ中「第157条第１項第３号ホ」
を「第157条第１項第３号ト」に改め、同号オアａ中
「第149条第１項第６号ヘ⑴ⅰ」を「第149条第１項第
６号ト⑴ⅰ」に改め、同号オアｂ中「第149条第１項
第６号ヘ⑴ⅱ」を「第149条第１項第６号ト⑴ⅱ」に
改め、同号オイ中「平成27年度基準エネルギー消費効
率に100分の105」を「基準エネルギー消費効率であつ
て平成27年度以降の各年度において適用されるべきも
のとして定められたもの（以下この条において「平成
27年度基準エネルギー消費効率」という。）に100分の
110」に改め、同号中オをキとし、同号エ中「バス又は」
を削り、「第157条第１項第３号ニ」を「第157条第１
項第３号ヘ」に改め、同号エイ中「平成27年度基準エ
ネルギー消費効率に100分の115を乗じて得た数値」を
「令和４年度基準エネルギー消費効率」に改め、同号
中エをカとし、同号ウ中「バス又は」を削り、「第157
条第１項第３号ハ」を「第157条第１項第３号ホ」に
改め、同号ウイ中「平成27年度基準エネルギー消費効
率に100分の110」を「令和４年度基準エネルギー消費
効率に100分の95」に改め、同号中ウをオとし、イの
次に次のように加える。

　　　ウ　車両総重量が3.5トン以下のバスのうち、次
のいずれにも該当するもので法第157条第１項
第３号ハの総務省令で定めるもの

　　　　ア　次のいずれかに該当すること。

　　　附　則

　この条例は、公布の日から施行する。

京都府条例第23号

京都府新型コロナウイルス感染症対策応援基金条
例を廃止する条例

　京都府新型コロナウイルス感染症対策応援基金条例
（令和２年京都府条例第23号）は、廃止する。

　　　附　則

１　この条例は、公布の日から施行する。
２　京都府新型コロナウイルス感染症対策応援基金に残

余財産があるときは、一般会計に繰り入れるものとす
る。

京都府条例第24号

京都府府税条例及び京都府産業廃棄物税条例の一
部を改正する条例

（京都府府税条例の一部改正）
第１条　京都府府税条例（昭和25年京都府条例第42号）

の一部を次のように改正する。
　　第33条の２第１項中「第２項」を「第３項」に改め、

同条第２項中「第317条の３の２第４項」を「第317条
の３の２第５項」に、「又は第２項」を「又は第３項」に、
「第45条の３の２第４項」を「第45条の３の２第５項」
に改める。

　　第58条に次の１項を加える。
　３　日本国の自衛隊とオーストラリア国防軍との間に

おける相互のアクセス及び協力の円滑化に関する日
本国とオーストラリアとの間の協定に基づきオース
トラリア軍隊（同協定第１条⒞に規定する訪問部隊
として日本国内に所在するオーストラリアの軍隊を
いう。第61条の２において同じ。）が公用に供する
軽油の輸入をする場合における当該軽油の輸入に対
しては、第１項（第６号に係る部分に限る。）の規
定にかかわらず、軽油引取税を課さない。

　　第61条の２を第61条の２の２とし、第61条の次に次
の１条を加える。

　第61条の２　オーストラリア軍隊が、第58条第３項の
規定により軽油引取税を課さないこととされる輸入
に係る軽油又は自ら輸入をした公用に供する燃料炭
化水素油を自動車の内燃機関の燃料として消費した
場合（当該自動車を道路において運行の用に供する
ため消費した場合に限る。）における当該軽油又は
燃料炭化水素油の消費に対しては、第57条第５項の
規定にかかわらず、軽油引取税を課さない。

　　第63条の６第１項第１号アイ中「100分の65」を「100
分の70」に改め、同号イイ中「100分の75」を「100分
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　　　ア　営業用の乗用車のうち、次のいずれにも該当
するもので法第157条第２項第２号イの総務省
令で定めるもの

　　　　ア　次のいずれかに該当すること。
　　　　　ａ　平成30年石油ガス軽中量車基準に適合

し、かつ、窒素酸化物の排出量が平成30年
石油ガス軽中量車基準に定める窒素酸化物
の値の２分の１を超えないこと。

　　　　　ｂ　平成17年石油ガス軽中量車基準に適合
し、かつ、窒素酸化物の排出量が平成17年
石油ガス軽中量車基準に定める窒素酸化物
の値の４分の１を超えないこと。

　　　　イ　エネルギー消費効率が令和12年度基準エネ
ルギー消費効率に100分の60を乗じて得た数
値以上であること。

　　　　ウ　エネルギー消費効率が令和２年度基準エネ
ルギー消費効率以上であること。

　　　イ　自家用の乗用車のうち、次のいずれにも該当
するもので法第157条第２項第２号ロの総務省
令で定めるもの

　　　　ア　次のいずれかに該当すること。
　　　　　ａ　平成30年石油ガス軽中量車基準に適合

し、かつ、窒素酸化物の排出量が平成30年
石油ガス軽中量車基準に定める窒素酸化物
の値の２分の１を超えないこと。

　　　　　ｂ　平成17年石油ガス軽中量車基準に適合
し、かつ、窒素酸化物の排出量が平成17年
石油ガス軽中量車基準に定める窒素酸化物
の値の４分の１を超えないこと。

　　　　イ　エネルギー消費効率が令和12年度基準エネ
ルギー消費効率に100分の70を乗じて得た数
値以上であること。

　　　　ウ　エネルギー消費効率が令和２年度基準エネ
ルギー消費効率以上であること。

　　第63条の６第２項第３号ア中「乗用車」を「営業用
の乗用車」に改め、同号イを次のように改める。

　　　イ　自家用の乗用車のうち、次のいずれにも該当
するもので法第157条第２項第３号ロの総務省
令で定めるもの

　　　　ア　平成30年軽油軽中量車基準又は平成21年軽
油軽中量車基準に適合すること。

　　　　イ　エネルギー消費効率が令和12年度基準エネ
ルギー消費効率に100分の70を乗じて得た数
値以上であること。

　　　　ウ　エネルギー消費効率が令和２年度基準エネ
ルギー消費効率以上であること。

　　第63条の６第２項第３号エ中「第157条第２項第３
号ニ」を「第157条第２項第３号ホ」に改め、同号エ
イ中「以上」を「に100分の105を乗じて得た数値以上」
に改め、同号中エをオとし、同号ウ中「バス又は」を
削り、「第157条第２項第３号ハ」を「第157条第２項
第３号ニ」に改め、同号ウイ中「平成27年度基準エネ
ルギー消費効率に100分の110」を「令和４年度基準エ

　　　　　ａ　平成30年軽油軽中量車基準に適合するこ
と。

　　　　　ｂ　平成21年軽油軽中量車基準に適合し、か
つ、窒素酸化物及び粒子状物質の排出量が
平成21年軽油軽中量車基準に定める窒素酸
化物及び粒子状物質の値の10分の９を超え
ないこと。

　　　　イ　エネルギー消費効率が令和２年度基準エネ
ルギー消費効率以上であること。

　　　エ　車両総重量が3.5トン以下のバスのうち、次
のいずれにも該当するもので法第157条第１項
第３号ニの総務省令で定めるもの

　　　　ア　平成21年軽油軽中量車基準に適合すること。
　　　　イ　エネルギー消費効率が令和２年度基準エネ

ルギー消費効率に100分の105を乗じて得た数
値以上であること。

　　第63条の６第２項中「自動車を」を「ものを」に改め、
同項第１号ア中「乗用車」を「営業用の乗用車」に改め、
同号イ中「車両総重量が2.5トン以下のバス又はトラッ
ク」を「自家用の乗用車」に改め、同号イイ中「平成
27年度基準エネルギー消費効率に100分の115」を「令
和12年度基準エネルギー消費効率に100分の70」に改
め、同号イに次のように加える。

　　　　ウ　エネルギー消費効率が令和２年度基準エネ
ルギー消費効率以上であること。

　　第63条の６第２項第１号ウ中「2.5トンを超え」及
び「又はトラック」を削り、同号ウアａ中「２分の１」
を「４分の３」に改め、同号ウアｂ中「４分の１」を
「２分の１」に改め、同号ウイ中「平成27年度基準エ
ネルギー消費効率に100分の105を乗じて得た数値」を
「令和２年度基準エネルギー消費効率」に改め、同号
エ中「バス又は」を削り、「第157条第２項第１号ニ」
を「第157条第２項第１号ホ」に改め、同号エイ中「平
成27年度基準エネルギー消費効率に100分の110」を「令
和４年度基準エネルギー消費効率に100分の95」に改
め、同号中エをオとし、ウの次に次のように加える。

　　　エ　車両総重量が2.5トン以下のトラックのうち、
次のいずれにも該当するもので法第157条第２
項第１号ニの総務省令で定めるもの

　　　　ア　次のいずれかに該当すること。
　　　　　ａ　平成30年ガソリン軽中量車基準に適合

し、かつ、窒素酸化物の排出量が平成30年
ガソリン軽中量車基準に定める窒素酸化物
の値の２分の１を超えないこと。

　　　　　ｂ　平成17年ガソリン軽中量車基準に適合
し、かつ、窒素酸化物の排出量が平成17年
ガソリン軽中量車基準に定める窒素酸化物
の値の４分の１を超えないこと。

　　　　イ　エネルギー消費効率が令和４年度基準エネ
ルギー消費効率に100分の95を乗じて得た数
値以上であること。

　　第63条の６第２項第２号を次のように改める。
　　⑵　次に掲げる石油ガス自動車
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表第２項第１号アイ、第２号イ及び第３号アイの項中
「、第２号イ及び第３号アイ」を削り、同表に次のよ
うに加える。

第２項第１
号イイ

令和12年度基準エネル
ギー消費効率に100分
の70

令和２年度基準エネル
ギー消費効率に100分
の102

第２項第２
号アイ

令和12年度基準エネル
ギー消費効率に100分
の60

令和２年度基準エネル
ギー消費効率に100分
の87

第２項第２
号イイ

令和12年度基準エネル
ギー消費効率に100分
の70

令和２年度基準エネル
ギー消費効率に100分
の102

第２項第３
号アイ

令和12年度基準エネル
ギー消費効率に100分
の60

令和２年度基準エネル
ギー消費効率に100分
の87

第２項第３
号イイ

令和12年度基準エネル
ギー消費効率に100分
の70

令和２年度基準エネル
ギー消費効率に100分
の102

　　附則第11条の３第１項中「租税特別措置法第37条の
13第１項」を「府民税の所得割の納税義務者（租税特
別措置法第37条の13第１項」に、「府民税の所得割の
納税義務者」を「もの」に改め、「あつたものを除く」
の右に「。）又は租税特別措置法第37条の13の２第１
項に規定する株式会社の同項に規定する設立特定株式
を払込みにより取得をしたもの（当該株式会社の発起
人であることその他の法附則第35条の３第１項の政令
で定める要件を満たすものに限る。）に限る」を加え、
「第37条の13の２第１項」を「第37条の13の３第１項」
に改め、同条第６項中「第37条の13の２第８項」を「第
37条の13の３第８項」に改め、同条第８項中「第37条
の13の２第10項」を「第37条の13の３第10項」に改める。

　　附則第15条の４の６中「第61条の２」を「第61条の
２の２」に改める。

第２条　京都府府税条例の一部を次のように改正する。
　　第63条の６第１項第１号アイ中「100分の70」を「100

分の80」に改め、同号イイ中「100分の80」を「100分
の85」に改め、同項第２号アイ中「100分の70」を「100
分の80」に改め、同号イイ中「100分の80」を「100分
の85」に改め、同項第３号アイ中「100分の70」を「100
分の80」に改め、同号イイ中「100分の80」を「100分
の85」に改め、同号キイ中「平成27年度以降」を「令
和７年度以降」に、「平成27年度基準エネルギー消費
効率」という。）に100分の110を乗じて得た数値」を
「令和７年度基準エネルギー消費効率」という。）」に
改め、同条第２項中「又は第５項」を「から第６項ま
で」に改め、同項第１号アイ中「100分の60」を「100
分の70」に改め、同号イイ中「100分の70」を「100分
の75」に改め、同項第２号アイ中「100分の60」を「100
分の70」に改め、同号イイ中「100分の70」を「100分

ネルギー消費効率に100分の95」に改め、同号中ウを
エとし、イの次に次のように加える。

　　　ウ　車両総重量が3.5トン以下のバスのうち、次
のいずれにも該当するもので法第157条第２項
第３号ハの総務省令で定めるもの

　　　　ア　平成21年軽油軽中量車基準に適合すること。
　　　　イ　エネルギー消費効率が令和２年度基準エネ

ルギー消費効率以上であること。
　　第63条の６第４項中「からエまで」を「、イ及びオ」

に、「及びイ」を「、イ及びエ」に改め、「規定は、」
の右に「令和４年度基準エネルギー消費効率及び」
を加え、「及び平成27年度基準エネルギー消費効率」
を削り、同項の表第１項第１号アイの項中「100分の
65」を「100分の70」に、「100分の141」を「100分の
151」に改め、同表第１項第１号イイの項中「100分の
75」を「100分の80」に、「100分の162」を「100分の
173」に改め、同表第１項第１号イウ及びウイの項中
「及びウイ」を削り、同表第１項第１号エイの項中「第
１項第１号エイ」を「第１項第１号オイ」に、「平成
27年度以降の各年度において適用されるべきものとし
て定められたもの（以下この条において「平成27年度
基準エネルギー消費効率」という。）に100分の120」
を「令和４年度基準エネルギー消費効率）」に、「100
分の150」を「100分の115を乗じて得た数値）」に改め、
同表第２項第１号イイの項中「平成27年度基準エネル
ギー消費効率に100分の115」を「令和12年度基準エネ
ルギー消費効率に100分の70」に、「100分の144」を「100
分の151」に改め、同表に次のように加える。

第２項第１
号イウ

令和２年度基準エネル
ギー消費効率

平成22年度基準エネル
ギー消費効率に100分
の150を乗じて得た数
値

第２項第１
号エイ

令和４年度基準エネル
ギー消費効率に100分
の95

平成22年度基準エネル
ギー消費効率に100分
の147

　　第63条の６第５項中「、第２号及び第３号ア」を「及
びイ、第２号並びに第３号ア及びイ」に改め、同項の
表第１項第１号アイの項中「100分の65」を「100分の
70」に、「令和２年度基準エネルギー消費効率に100分
の94」を「令和２年度以降の各年度において適用され
るべきものとして定められたものに100分の102」に改
め、同表第１項第１号イイの項中「100分の75」を「100
分の80」に、「100分の109」を「100分の116」に改め、
同表第１項第２号アイの項中「100分の65」を「100分
の70」に、「100分の94」を「100分の102」に改め、同
表第１項第２号イイの項中「100分の75」を「100分の
80」に、「100分の109」を「100分の116」に改め、同
表第１項第３号アイの項中「100分の65」を「100分の
70」に、「100分の94」を「100分の102」に改め、同表
第１項第３号イイの項中「100分の75」を「100分の
80」に、「100分の109」を「100分の116」に改め、同
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いて適用されるべきものとして定められたもの（次
項第３号オイにおいて「平成27年度基準エネルギー
消費効率」という。）に100分の110を乗じて得た数
値」と、第２項第３号オイ中「令和７年度基準エネ
ルギー消費効率に100分の95」とあるのは「平成27
年度基準エネルギー消費効率に100分の105」と読み
替えるものとする。

　　附則第15条の４の８中「附則第12条の２の10第１項」
を「附則第12条の２の10」に改める。

　　附則第15条の４の９中「又は第５項」を「から第６
項まで」に改める。

　　附則第15条の５第１項第２号中「次項第６号」の右
に「及び第３項第３号」を加える。

（京都府産業廃棄物税条例の一部改正）
第３条　京都府産業廃棄物税条例（平成16年京都府条例

第６号）の一部を次のように改正する。
　　第16条第１項中「第733条の18第７項」を「第733条

の18第８項」に改める。
　　第19条第２項中「のほか」を削り、「その他」を「及び」

に、「もの」を「もの（次条において「書類等」という。）」
に改める。

　　第20条の見出し中「帳簿」を「帳簿等」に改め、同
条第１項中「であって、知事の承認を受けたときは」
を「には」に、「当該承認を受けた」を「当該」に、「備
付けに」を「備付け及び保存に」に改め、同条第３項
を削り、同条第４項中「前３項のいずれかの承認を受
けている帳簿」を「前各項のいずれかに規定する規則
で定めるところに従って備付け及び保存が行われてい
る帳簿又は保存が行われている書類等」に改め、「当
該帳簿」の右に「又は書類等」を加え、同項を同条第
７項とし、同条第２項中「であって、知事の承認を受
けたときは」を「には」に、「当該承認を受けた」を「当
該」に、「備付けに」を「備付け及び保存に」に改め、
同項を同条第４項とし、同項の次に次の２項を加える。

　５　特別徴収義務者等は、書類等の全部又は一部につ
いて、自己が一貫して電子計算機を使用して作成す
る場合には、規則で定めるところにより、当該書類
等に係る電磁的記録の電子計算機出力マイクロフィ
ルムによる保存をもって当該書類等の保存に代える
ことができる。

　６　第１項の規定により前条第１項の帳簿に係る電磁
的記録の備付け及び保存をもって当該帳簿の備付け
及び保存に代えている者又は第２項の規定により書
類等に係る電磁的記録の保存をもって当該書類等の
保存に代えている者は、規則で定める場合には、当
該帳簿又は当該書類等の全部又は一部について、規
則で定めるところにより、当該帳簿又は当該書類等
に係る電磁的記録の電子計算機出力マイクロフィル
ムによる保存をもって当該帳簿又は当該書類等に係
る電磁的記録の保存に代えることができる。

　　第20条第１項の次に次の２項を加える。
　２　特別徴収義務者等は、書類等の全部又は一部につ

いて、自己が一貫して電子計算機を使用して作成す

の75」に改め、同項第３号アイ中「100分の60」を「100
分の70」に改め、同号イイ中「100分の70」を「100分
の75」に改め、同号オイ中「平成27年度基準エネルギー
消費効率に100分の105」を「令和７年度基準エネルギー
消費効率に100分の95」に改め、同条第３項中「又は
第５項」を「から第６項まで」に改め、同条第４項の
表第１項第１号アイの項中「100分の70」を「100分の
80」に、「100分の151」を「100分の173」に改め、同
表第１項第１号イイの項中「100分の80」を「100分の
85」に、「100分の173」を「100分の184」に改め、同
表第２項第１号アイの項中「100分の60」を「100分の
70」に、「100分の130」を「100分の151」に改め、同
表第２項第１号イイの項中「100分の70」を「100分の
75」に、「100分の151」を「100分の162」に改め、同
条第５項の表第１項第１号アイの項中「100分の70」
を「100分の80」に、「100分の102」を「100分の116」
に改め、同表第１項第１号イイの項中「100分の80」
を「100分の85」に、「100分の116」を「100分の123」
に改め、同表第１項第２号アイの項中「100分の70」
を「100分の80」に、「100分の102」を「100分の116」
に改め、同表第１項第２号イイの項中「100分の80」
を「100分の85」に、「100分の116」を「100分の123」
に改め、同表第１項第３号アイの項中「100分の70」
を「100分の80」に、「100分の102」を「100分の116」
に改め、同表第１項第３号イイの項中「100分の80」
を「100分の85」に、「100分の116」を「100分の123」
に改め、同表第２項第１号アイの項中「100分の60」
を「100分の70」に、「100分の87」を「100分の102」
に改め、同表第２項第１号イイの項中「100分の70」
を「100分の75」に、「100分の102」を「100分の109」
に改め、同表第２項第２号アイの項中「100分の60」
を「100分の70」に、「100分の87」を「100分の102」
に改め、同表第２項第２号イイの項中「100分の70」
を「100分の75」に、「100分の102」を「100分の109」
に改め、同表第２項第３号アイの項中「100分の60」
を「100分の70」に、「100分の87」を「100分の102」
に改め、同表第２項第３号イイの項中「100分の70」
を「100分の75」に、「100分の102」を「100分の109」
に改め、同条に次の１項を加える。

　６　第１項（第３号キに係る部分に限る。）及び第２
項（第３号オに係る部分に限る。）の規定は、令和
７年度基準エネルギー消費効率を算定する方法とし
て法第149条第４項の総務省令で定める方法により
エネルギー消費効率を算定していない自動車であつ
て、平成27年度基準エネルギー消費効率を算定する
方法として同項の総務省令で定める方法によりエネ
ルギー消費効率を算定している自動車について準用
する。この場合において、第１項第３号キイ中「基
準エネルギー消費効率であつて令和７年度以降の各
年度において適用されるべきものとして定められた
もの（以下この条において「令和７年度基準エネル
ギー消費効率」という。）」とあるのは「基準エネル
ギー消費効率であつて平成27年度以降の各年度にお
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（自動車税に関する経過措置）
４　新条例第63条の６の規定は、この条例の施行の日以

後に取得された自動車に対して課すべき自動車税の環
境性能割について適用し、同日前に取得された自動車
に対して課する自動車税の環境性能割については、な
お従前の例による。
５　附則第１項第３号に掲げる規定による改正後の京都

府府税条例の規定中自動車税の環境性能割に関する部
分は、同号に掲げる規定の施行の日以後に取得された
自動車に対して課すべき自動車税の環境性能割につい
て適用し、同日前に取得された自動車に対して課する
自動車税の環境性能割については、なお従前の例によ
る。

京都府条例第25号

京都府認定こども園の認定等の要件等に関する条
例等の一部を改正する条例

（京都府認定こども園の認定等の要件等に関する条例の
一部改正）
第１条　京都府認定こども園の認定等の要件等に関する

条例（平成18年京都府条例第46号）の一部を次のよう
に改正する。

　　第10条第２項第２号中「厚生労働大臣」を「内閣総
理大臣」に改める。

（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた
めの法律に基づく指定障害福祉サービスの事業の人員等
の基準等に関する条例の一部改正）
第２条　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業
の人員等の基準等に関する条例（平成24年京都府条例
第32号）の一部を次のように改正する。

　　第６条第１項中「基準省令」を「基準命令」に改め、
「第５条第１項の」の右に「こども家庭庁長官及び」
を加える。

　　第８条中「「第５条第１項」の右に「のこども家庭
庁長官及び厚生労働大臣」を加え、「第８条」を「第
７条」に、「基準省令第５条第１項」を「基準命令第
５条第１項のこども家庭庁長官及び厚生労働大臣（重
度訪問介護に係る指定障害福祉サービスの事業にあっ
ては、当該事業について基準命令第７条において読み
替えて準用する同項の厚生労働大臣）」に改める。

　　第46条第１項中「基準省令第44条第１項の」を「基
準命令第44条第１項のこども家庭庁長官及び」に改め
る。

　　第50条第２項中「第36条第１項」と、」の右に「第
46条第１項中「第44条第１項のこども家庭庁長官及び
厚生労働大臣」とあるのは「第48条第２項において準
用する基準命令第44条第１項のこども家庭庁長官及び
厚生労働大臣（重度訪問介護に係る基準該当障害福祉
サービスの事業にあっては、当該事業について基準命
令第48条第２項において読み替えて準用する基準命令

る場合には、規則で定めるところにより、当該書類
等に係る電磁的記録の保存をもって当該書類等の保
存に代えることができる。

　３　前項に規定するもののほか、特別徴収義務者等
は、書類等の全部又は一部について、当該書類等に
記載されている事項を規則で定める装置により電磁
的記録に記録する場合には、規則で定めるところに
より、当該書類等に係る電磁的記録の保存をもって
当該書類等の保存に代えることができる。この場合
において、当該書類等に係る電磁的記録の保存が当
該規則で定めるところに従って行われていないとき
（当該書類等の保存が行われている場合を除く。）
は、当該特別徴収義務者等は、当該電磁的記録を保
存すべき期間その他の規則で定める要件を満たして
当該電磁的記録を保存しなければならない。

　　第21条を削り、第22条を第21条とし、第23条を第22
条とし、第24条を第23条とする。

　　　附　則

（施行期日）
１　この条例は、令和６年１月１日から施行する。ただ

し、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日か
ら施行する。

　⑴　第３条の規定（同条中京都府産業廃棄物税条例第
16条第１項の改正規定を除く。）　公布の日

　⑵　第１条中京都府府税条例第33条の２第１項の改正
規定　令和７年１月１日

　⑶　第２条及び附則第６項の規定　令和７年４月１日
　⑷　第１条中京都府府税条例第58条に１項を加える改

正規定、同条例第61条の２を同条例第61条の２の２
とし、同条例第61条の次に１条を加える改正規定及
び同条例附則第15条の４の６の改正規定並びに附則
第４項の規定　公布の日又は日本国の自衛隊とオー
ストラリア国防軍との間における相互のアクセス及
び協力の円滑化に関する日本国とオーストラリアと
の間の協定の効力発生の日のいずれか遅い日

（府民税に関する経過措置）
２　第１条の規定による改正後の京都府府税条例（以下

「新条例」という。）附則第11条の３第１項から第８
項までの規定は、同条第１項の府民税の所得割の納税
義務者が令和５年４月１日以後に同項に規定する払込
みにより同項に規定する取得をする同項に規定する特
定株式について適用し、第１条の規定による改正前の
京都府府税条例附則第11条の３第１項の府民税の所得
割の納税義務者が同日前に同項に規定する払込みによ
り同項に規定する取得をした同項に規定する特定株式
については、なお従前の例による。

（軽油引取税に関する経過措置）
３　新条例第58条第３項及び第61条の２の規定は、附則

第１項第４号に掲げる規定の施行の日以後の軽油の輸
入及び軽油又は燃料炭化水素油の消費に対して課すべ
き軽油引取税について適用する。
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第４条　児童福祉法に基づく指定障害児入所施設の人員
等の基準等に関する条例（平成24年京都府条例第35号）
の一部を次のように改正する。

　　第32条中「第31条第１項の厚生労働大臣」を「第31
条のこども家庭庁長官」に改める。

（児童福祉法に基づく児童福祉施設の設備等の基準に関
する条例の一部改正）
第５条　児童福祉法に基づく児童福祉施設の設備等の基

準に関する条例（平成24年京都府条例第36号）の一部
を次のように改正する。

　　第15条、第29条及び第37条中「基準省令」を「基準
府令」に、「厚生労働大臣」を「こども家庭庁長官」
に改める。

　　第48条中「基準省令」を「基準府令」に、「厚生労
働大臣」を「内閣総理大臣」に改める。

　　第54条第２項第１号中「基準省令」を「基準府令」
に改める。

　　第60条及び第69条第１項中「基準省令」を「基準府令」
に、「厚生労働大臣」を「こども家庭庁長官」に改める。

　　第84条第１項中「厚生労働大臣」を「基準府令第63
条第１項のこども家庭庁長官」に改める。

　　第96条中「基準省令」を「基準府令」に、「厚生労
働大臣」を「こども家庭庁長官」に改める。

　　第104条第１項中「厚生労働省組織規則（平成13年
厚生労働省令第１号）第622条」を「こども家庭庁組
織規則（令和５年内閣府令第38号）第16条」に改め、
同条第２項中「基準省令」を「基準府令」に、「厚生
労働大臣」を「こども家庭庁長官」に改める。

　　第105条第３号及び附則第３項中「基準省令」を「基
準府令」に改める。

　　　附　則

　この条例は、公布の日から施行する。

第44条第１項の厚生労働大臣）」と、」を加える。
　　第52条第１項第４号中「基準省令」を「基準命令」

に改める。
　　第115条第３項中「基準省令第127条第３項の」を「基

準命令第127条第３項のこども家庭庁長官及び」に改
める。

　　第158条の２、第173条、第202条、第202条の11、第
202条の22、第203条第２項及び第207条中「基準省令」
を「基準命令」に改める。

　　附則第７項中「障害支援区分に係る市町村審査会に
よる審査及び判定の基準等に関する省令」を「障害支
援区分に係る市町村審査会による審査及び判定の基準
等に関する命令」に改め、「平成26年厚生労働省令第
５号」の右に「。以下「区分命令」という。」を加える。

　　附則第８項中「障害支援区分に係る市町村審査会に
よる審査及び判定の基準等に関する省令」を「区分命
令」に改める。

　　附則第９項及び第10項中「基準省令」を「基準命令」
に改める。

（児童福祉法に基づく指定通所支援の事業の人員等の基
準等に関する条例の一部改正）
第３条　児童福祉法に基づく指定通所支援の事業の人員

等の基準等に関する条例（平成24年京都府条例第34号）
の一部を次のように改正する。

　　第６条第２項中「厚生労働大臣」を「児童福祉法に
基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に
関する基準（平成24年厚生労働省令第15号。以下「基
準府令」という。）第５条第２項のこども家庭庁長官」
に改める。

　　第84条第５項中「児童福祉法に基づく指定通所支援
の事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成24
年厚生労働省令第15号）」を「基準府令」に、「厚生労
働大臣」を「こども家庭庁長官」に改める。

（児童福祉法に基づく指定障害児入所施設の人員等の基
準等に関する条例の一部改正）

京都府条例第26号

京都府の事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例

　京都府の事務処理の特例に関する条例（平成12年京都府条例第４号）の一部を次のように改正する。
　別表の20の項の次に次のように加える。

20 の２　農地中間管理事業の推進に関する法律（平成25年法
律第101号。以下この項において「法」という。）に基づく
事務のうち、次に掲げる事務

　⑴ 　法第18条第１項の規定による農用地利用集積等促進計
画の認可

　⑵　法第18条第７項の規定による認可の通知及び公告

京都市

20 の３　農地中間管理事業の推進に関する法律（以下この項
において「法」という。）に基づく事務のうち、次に掲げ
る事務

　⑴ 　法第18条第１項の規定による農用地利用集積等促進計

市町村（京都市を除く。）
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第１条　京都府産業廃棄物税条例施行規則（平成16年京
都府規則第43号）の一部を次のように改正する。

　　第25条及び第26条を次のように改める。
　（帳簿等の電磁的記録による保存等）
　第25条　条例第20条第１項の規定により帳簿（条例第
19条第１項の規定により備付け及び保存をしなけれ
ばならない帳簿をいう。以下この条及び次条におい
て同じ。）に係る電磁的記録（条例第20条第１項に
規定する電磁的記録をいう。以下この条及び次条に
おいて同じ。）の備付け及び保存をもって当該帳簿
の備付け及び保存に代えようとする特別徴収義務者
等は、次に掲げる要件（当該特別徴収義務者等が特
定要件に従って当該電磁的記録の備付け及び保存を
行っている場合には、第３号に掲げる要件を除く。）
に従って当該電磁的記録の備付け及び保存をしなけ
ればならない。

　　⑴　当該帳簿に係る電磁的記録の備付け及び保存に
併せて、次に掲げる書類（当該帳簿に係る電子計
算機処理（電子計算機を使用して行われる情報の
入力、蓄積、編集、加工、修正、更新、検索、消去、
出力又はこれらに類する処理をいう。以下この条
において同じ。）に当該特別徴収義務者等が開発
したプログラム（電子計算機に対する指令であっ
て、一の結果を得ることができるように組み合わ
されたものをいう。以下この項及び第５項第５号
において同じ。）以外のプログラムを使用する場
合にはア及びイに掲げる書類を除くものとし、当
該帳簿に係る電子計算機処理を他の者（当該電子
計算機処理に当該者が開発したプログラムを使用
する者を除く。）に委託している場合にはウに掲
げる書類を除くものとする。）の備付けを行うこと。

　　　ア　当該帳簿に係る電子計算機処理システム（電
子計算機処理に関するシステムをいう。以下こ
の条において同じ。）の概要を記載した書類

　　　イ　当該帳簿に係る電子計算機処理システムの開
発に際して作成した書類

京都府条例第27号

京都府立高等学校等設置条例の一部を改正する条
例

　京都府立高等学校等設置条例（昭和39年京都府条例第
23号）の一部を次のように改正する。
　附則第２項を次のように改める。
２　令和９年８月１日から起算して８月を超えない範囲

内において教育委員会規則で定める日までの間は、表
特別支援学校の項中「長岡京市井ノ内」とあるのは、
「長岡京市今里南平尾」とする。

　　　附　則

　この条例は、令和５年８月26日から施行する。

　規　　　　則　

　次に掲げる規則をここに公布する。

　京都府産業廃棄物税条例施行規則の一部を改正する規
則
　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた
めの法律に基づく指定障害福祉サービスの事業の人員等
の基準等に関する条例施行規則等の一部を改正する規則

　　令和５年７月11日
　　　　京都府知事　西　脇　　隆　俊

京都府規則第29号

京都府産業廃棄物税条例施行規則の一部を改正す
る規則

　　 画の認可（その申請に係る農用地利用集積等促進計画に
定められた同条第２項第１号ロ又は第２号ロに規定する
土地が同条第５項第６号イ又はロに掲げる土地のいずれ
かに該当する場合に係るものを除く。）

　⑵ 　法第18条第７項の規定による認可の通知及び公告（⑴
の事務に係るものに限る。）

　　　附　則

１　この条例は、公布の日から施行する。
２　この条例による改正後の京都府の事務処理の特例に関する条例別表の20の２の項左欄及び20の３の項左欄に掲げる

事務に係る農地中間管理事業の推進に関する法律（平成25年法律第101号）の規定に基づき、この条例の施行の日前
に知事がした処分その他の行為でこの条例の施行の際現にその効力を有するもの又は同日前に同法の規定に基づき知
事に対してなされた申請その他の行為で、同日以後において市町村長が管理し、及び執行することとなる事務に係る
ものについては、市町村長のした処分その他の行為又は市町村長に対してなされた申請その他の行為とみなす。
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に代えられているものである場合には、当該電
磁的記録又は当該電子計算機出力マイクロフィ
ルムの記録事項）との間において、相互にその
関連性を確認することができるようにしておく
こと。

　　　ウ　当該帳簿に係る電磁的記録の記録事項の検索
をすることができる機能（次に掲げる要件を満
たすものに限る。）を確保しておくこと。

　　　　ア　取引年月日、取引金額及び取引先（イ及び
ウにおいて「記録項目」という。）を検索の
条件として設定することができること。

　　　　イ　日付又は金額に係る記録項目については、
その範囲を指定して条件を設定することがで
きること。

　　　　ウ　２以上の任意の記録項目を組み合わせて条
件を設定することができること。

　　⑵　条例第20条第４項の規定により帳簿に係る電磁
的記録の備付け及び当該電磁的記録の電子計算機
出力マイクロフィルムによる保存をもって当該帳
簿の備付け及び保存に代えようとする特別徴収義
務者等　次に掲げる要件

　　　ア　前号に定める要件
　　　イ　次条第１項第１号イアの電磁的記録に、前号

アア及びイに規定する事実及び内容に係るもの
が含まれていること。

　　　ウ　当該電子計算機出力マイクロフィルムの保存
に併せて、帳簿の種類及び取引年月日その他の
日付を特定することによりこれらに対応する電
子計算機出力マイクロフィルムを探し出すこと
ができる索引簿の備付けを行うこと。

　　　エ　当該電子計算機出力マイクロフィルムごとの
記録事項の索引を当該索引に係る電子計算機出
力マイクロフィルムに出力しておくこと。

　　　オ　当該帳簿の保存期間（条例第19条第１項の規
定により帳簿の保存をしなければならないとさ
れている期間をいう。）の初日から当該帳簿に
係る産業廃棄物税の法定納期限（法第11条の４
第１項に規定する法定納期限をいう。）後３年
を経過する日までの間、当該電子計算機出力マ
イクロフィルムの保存に併せて前項第２号及び
前号ウに掲げる要件（当該特別徴収義務者等が
地方税に関する法令の規定に基づく当該帳簿に
係る電磁的記録の提示又は提出の要求に応じる
ことができるようにしている場合には、同号ウ
（イ及びウに係る部分に限る。）に掲げる要件
を除く。）に従って当該電子計算機出力マイク
ロフィルムに係る電磁的記録の保存をし、又は
当該電子計算機出力マイクロフィルムの記録事
項の検索をすることができる機能（同号ウに規
定する機能（当該者が地方税に関する法令の規
定に基づく当該帳簿に係る電磁的記録の提示又
は提出の要求に応じることができるようにして
いる場合には、同号ウアに掲げる要件を満たす

　　　ウ　当該帳簿に係る電子計算機処理システムの操
作説明書

　　　エ　当該帳簿に係る電子計算機処理並びに当該帳
簿に係る電磁的記録の備付け及び保存に関する
事務手続を明らかにした書類（当該電子計算機
処理を他の者に委託している場合には、その委
託に係る契約書並びに当該帳簿に係る電磁的記
録の備付け及び保存に関する事務手続を明らか
にした書類）

　　⑵　当該帳簿に係る電磁的記録の備付け及び保存を
する場所に当該電磁的記録の電子計算機処理の用
に供することができる電子計算機、プログラム、
ディスプレイ及びプリンタ並びにこれらの操作説
明書を備え付け、当該電磁的記録をディスプレイ
の画面及び書面に、整然とした形式及び明瞭な状
態で、速やかに出力することができるようにして
おくこと。

　　⑶　地方税に関する法令の規定に基づく当該帳簿に
係る電磁的記録の提示又は提出の要求に応じるこ
とができるようにしておくこと。

　２　前項に規定する「特定要件」とは、次の各号に掲
げる特別徴収義務者等の区分に応じ当該各号に定め
る要件をいう。

　　⑴　条例第20条第１項の規定により帳簿に係る電磁
的記録の備付け及び保存をもって当該帳簿の備付
け及び保存に代えようとする特別徴収義務者等　
次に掲げる要件（当該特別徴収義務者等が地方税
に関する法令の規定に基づく当該帳簿に係る電磁
的記録の提示又は提出の要求に応じることができ
るようにしている場合には、ウ（イ及びウに係る
部分に限る。）に掲げる要件を除く。）

　　　ア　当該帳簿に係る電子計算機処理に、次に掲げ
る要件を満たす電子計算機処理システムを使用
すること。

　　　　ア　当該帳簿に係る電磁的記録の記録事項につ
いて訂正又は削除を行った場合には、これら
の事実及び内容を確認することができること。

　　　　イ　当該帳簿に係る記録事項の入力をその業務
の処理に係る通常の期間を経過した後に行っ
た場合には、その事実を確認することができ
ること。

　　　イ　当該帳簿に係る電磁的記録の記録事項と関連
帳簿（当該帳簿に関連する帳簿をいう。イにお
いて同じ。）の記録事項（当該関連帳簿が、条
例第20条第１項の規定により当該関連帳簿に係
る電磁的記録の備付け及び保存をもって当該関
連帳簿の備付け及び保存に代えられているもの
又は同条第４項若しくは第６項の規定により当
該電磁的記録の備付け及び当該電磁的記録の電
子計算機出力マイクロフィルム（同条第４項に
規定する電子計算機出力マイクロフィルムをい
う。以下この項及び次条において同じ。）によ
る保存をもって当該関連帳簿の備付け及び保存



号外　第29号　令和５年７月11日　火曜日　　　

13

京  都  府  公  報

された情報にタイムスタンプを付与する役務を
提供する業務をいう。）に係るタイムスタンプ
（次に掲げる要件を満たすものに限る。以下こ
の号において「タイムスタンプ」という。）を
付すこと（当該書類等の作成又は受領から当該
タイムスタンプを付すまでの各事務の処理に関
する規程を定めている場合にあっては、その業
務の処理に係る通常の期間を経過した後、速や
かに当該記録事項に当該タイムスタンプを付す
こと。）。

　　　　ア　当該記録事項が変更されていないことにつ
いて、当該書類等の保存期間（条例第19条第
２項の規定により書類等の保存をしなければ
ならないこととされている期間をいう。）を
通じ、当該業務を行う者に対して確認する方
法その他の方法により確認することができる
こと。

　　　　イ　課税期間（条例第11条第１項及び第14条第
１項に規定する期間をいう。）中の任意の期
間を指定し、当該期間内に付したタイムスタ
ンプについて、一括して検証することができ
ること。

　　　ウ　当該書類等をスキャナで読み取った際の次に
掲げる情報（当該書類等の作成又は受領をする
者が当該書類等をスキャナで読み取る場合にお
いて、当該書類等の大きさが日本産業規格Ａ列
４番以下であるときは、アに掲げる情報に限
る。）を保存すること。

　　　　ア　解像度及び階調に関する情報
　　　　イ　当該書類等の大きさに関する情報
　　　エ　当該書類等に係る電磁的記録の記録事項につ

いて、次に掲げる要件のいずれかを満たす電子
計算機処理システムであること。

　　　　ア　当該書類等に係る電磁的記録の記録事項に
ついて訂正又は削除を行った場合には、これ
らの事実及び内容を確認することができるこ
と。

　　　　イ　当該書類等に係る電磁的記録の記録事項に
ついて訂正又は削除を行うことができないこ
と。

　　⑶　当該書類等に係る記録事項の入力を行う者又は
その者を直接監督する者に関する情報を確認する
ことができるようにしておくこと。

　　⑷　当該書類等に係る電磁的記録の記録事項と当該
書類等に関連する帳簿の記録事項（当該帳簿が、
条例第20条第１項の規定により当該帳簿に係る電
磁的記録の備付け及び保存をもって当該帳簿の備
付け及び保存に代えられているもの又は同条第４
項若しくは第６項の規定により当該電磁的記録の
備付け及び当該電磁的記録の電子計算機出力マイ
クロフィルムによる保存をもって当該帳簿の備付
け及び保存に代えられているものである場合に
は、当該電磁的記録又は当該電子計算機出力マイ

機能）に相当するものに限る。）を確保してお
くこと。

　３　第１項の規定は、条例第20条第２項の規定により
書類等（同項に規定する書類等をいう。以下この条
及び次条において同じ。）に係る電磁的記録の保存
をもって当該書類等の保存に代えようとする特別徴
収義務者等の当該電磁的記録の保存について準用す
る。この場合において、第１項中「特定要件に従っ
て当該電磁的記録の備付け及び」とあるのは、「当
該電磁的記録の記録事項の検索をすることができる
機能（取引年月日その他の日付を検索の条件として
設定すること及びその範囲を指定して条件を設定す
ることができるものに限る。）を確保して当該電磁
的記録の」と読み替えるものとする。

　４　条例第20条第３項に規定する規則で定める装置
は、スキャナとする。

　５　条例第20条第３項の規定により書類等に係る電磁
的記録の保存をもって当該書類等の保存に代えよう
とする特別徴収義務者等は、次に掲げる要件（当該
者が地方税に関する法令の規定に基づく当該電磁的
記録の提示又は提出の要求に応じることができるよ
うにしている場合には、第６号（イ及びウに係る部
分に限る。）に掲げる要件を除く。）に従って当該電
磁的記録の保存をしなければならない。

　　⑴　次に掲げる方法のいずれかにより入力すること。
　　　ア　当該書類等に係る記録事項の入力をその作成

又は受領後、速やかに行うこと。
　　　イ　当該書類等に係る記録事項の入力をその業務

の処理に係る通常の期間を経過した後、速やか
に行うこと（当該書類等の作成又は受領から当
該入力までの各事務の処理に関する規程を定め
ている場合に限る。）。

　　⑵　前号の入力に当たっては、次に掲げる要件（当
該者が同号ア又はイに掲げる方法により当該書類
等に係る記録事項を入力したことを確認すること
ができる場合にあっては、イに掲げる要件を除
く。）を満たす電子計算機処理システムを使用す
ること。

　　　ア　スキャナ（次に掲げる要件を満たすものに限
る。）を使用する電子計算機処理システムであ
ること。

　　　　ア　解像度が、日本産業規格（産業標準化法（昭
和24年法律第185号）第20条第１項に規定す
る日本産業規格をいう。以下この項及び次条
第１項第２号において同じ。）Ｚ6016附属書
ＡのＡ .1.2に規定する一般文書のスキャニ
ング時の解像度である25.4ミリメートル当た
り200ドット以上で読み取るものであること。

　　　　イ　赤色、緑色及び青色の階調がそれぞれ256
階調以上で読み取るものであること。

　　　イ　当該書類等の作成又は受領後、速やかに一の
入力単位ごとの電磁的記録の記録事項に総務大
臣が認定する時刻認証業務（電磁的記録に記録
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に提出していない場合に限る。）は、第５項第１号
に掲げる要件にかかわらず、当該電磁的記録の保存
に併せて、当該電磁的記録の作成及び保存に関する
事務の手続を明らかにした書類等（当該事務の責任
者が定められているものに限る。）の備付けを行う
ことにより、当該過去分書類等に係る電磁的記録の
保存をすることができる。この場合において、同項
の規定の適用については、同項第２号イ中「の作成
又は受領後、速やかに」とあるのは「をスキャナで
読み取る際に、」と、「こと（当該書類等の作成又は
受領から当該タイムスタンプを付すまでの各事務の
処理に関する規程を定めている場合にあっては、そ
の業務の処理に係る通常の期間を経過した後、速や
かに当該記録事項に当該タイムスタンプを付すこ
と。）」とあるのは「こと」と、同号ウ中「情報（当
該書類等の作成又は受領をする者が当該書類等をス
キャナで読み取る場合において、当該書類等の大き
さが日本産業規格Ａ列４番以下であるときは、アに
掲げる情報に限る。）」とあるのは「情報」とする。

　　⑴　届出者の氏名又は名称、住所若しくは居所又は
本店若しくは主たる事務所の所在地及び法人番号
（行政手続における特定の個人を識別するための
番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27
号）第２条第15項に規定する法人番号をいう。以
下この号において同じ。）（法人番号を有しない者
にあっては、氏名又は名称及び住所若しくは居所
又は本店若しくは主たる事務所の所在地）

　　⑵　基準日
　８　前項の規定により過去分書類等に係る電磁的記録

の保存をする特別徴収義務者等が、災害その他やむ
を得ない事情により、条例第20条第３項前段に規定
する規則で定めるところに従って当該電磁的記録の
保存をすることができないこととなったことを証明
した場合には、前項の規定にかかわらず、当該電磁
的記録の保存をすることができる。ただし、当該事
情が生じなかったとした場合において、当該規則で
定めるところに従って当該電磁的記録の保存をする
ことができないこととなったと認められるときは、
この限りでない。

　９　条例第20条第３項後段に規定する規則で定める要
件は、書類等に係る電磁的記録について、当該書類
等の保存場所に、条例第19条第２項の規定により当
該書類等の保存をしなければならないこととされて
いる期間、保存が行われることとする。

　（帳簿等の電子計算機出力マイクロフィルムによる保
存等）

　第26条　条例第20条第４項の規定により帳簿に係る電
磁的記録の備付け及び当該電磁的記録の電子計算機
出力マイクロフィルムによる保存をもって当該帳簿
の備付け及び保存に代えようとする特別徴収義務者
等は、前条第１項各号に掲げる要件（当該者が同条
第２項に規定する特定要件に従って当該電磁的記録
の備付け及び当該電磁的記録の電子計算機出力マイ

クロフィルムの記録事項）との間において、相互
にその関連性を確認することができるようにして
おくこと。

　　⑸　当該書類等に係る電磁的記録の保存をする場所
に当該電磁的記録の電子計算機処理の用に供する
ことができる電子計算機、プログラム、映像面の
最大径が35センチメートル以上のカラーディスプ
レイ及びカラープリンタ並びにこれらの操作説明
書を備え付け、当該電磁的記録をカラーディスプ
レイの画面及び書面に、次のような状態で速やか
に出力することができるようにしておくこと。

　　　ア　整然とした形式であること。
　　　イ　当該書類等と同程度に明瞭であること。
　　　ウ　拡大又は縮小をして出力することが可能であ

ること。
　　　エ　日本産業規格Ｚ8305に規定する４ポイントの

大きさの文字を認識することができること。
　　⑹　当該書類等に係る電磁的記録の記録事項の検索

をすることができる機能（次に掲げる要件を満た
すものに限る。）を確保しておくこと。

　　　ア　取引年月日その他の日付、取引金額及び取引
先（イ及びウにおいて「記録項目」という。）
を検索の条件として設定することができること。

　　　イ　日付又は金額に係る記録項目については、そ
の範囲を指定して条件を設定することができる
こと。

　　　ウ　２以上の任意の記録項目を組み合わせて条件
を設定することができること。

　　⑺　第１項第１号の規定は、条例第20条第３項の規
定により書類等に係る電磁的記録の保存をもって
当該書類等の保存に代えようとする特別徴収義務
者等の当該電磁的記録の保存について準用する。

　６　特別徴収義務者等が、災害その他やむを得ない事
情により、条例第20条第３項前段に規定する規則で
定めるところに従って書類等に係る電磁的記録の保
存をすることができなかったことを証明した場合に
は、前項の規定にかかわらず、当該電磁的記録の保
存をすることができる。ただし、当該事情が生じな
かったとした場合において、当該規則で定めるとこ
ろに従って当該電磁的記録の保存をすることができ
なかったと認められるときは、この限りでない。

　７　条例第20条第３項の規定により書類等に係る電磁
的記録の保存をもって当該書類等の保存に代えてい
る特別徴収義務者等は、当該書類等のうち当該書類
等の保存に代える日（第２号において「基準日」と
いう。）前に作成又は受領をした書類等（以下この
項及び次項において「過去分書類等」という。）に
記載されている事項を電磁的記録に記録する場合に
おいて、あらかじめ、その記録する事項に係る過去
分書類等の種類及び次に掲げる事項を記載した届出
書（以下この項において「適用届出書」という。）
を知事に提出したとき（従前において当該過去分書
類等と同一の種類の書類等に係る適用届出書を知事
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する。
　４　第１項及び第２項の規定は、条例第20条第６項の

規定により帳簿又は書類等に係る電磁的記録の電子
計算機出力マイクロフィルムによる保存をもって当
該帳簿又は書類等に係る電磁的記録の保存に代えよ
うとする特別徴収義務者等の当該帳簿又は書類等に
係る電磁的記録の電子計算機出力マイクロフィルム
による保存について準用する。

　　別記第23号様式を削る。
第２条　京都府産業廃棄物税条例施行規則の一部を次の

ように改正する。
　　第25条第１項第１号中「第５項第５号」を「第５項

第４号」に改め、同条第５項中「第６号」を「第５
号」に改め、同項第２号中ウを削り、エをウとし、同
項中第３号を削り、第４号を第３号とし、第５号から
第７号までを１号ずつ繰り上げ、同条第７項中「、同
号ウ中「情報（当該書類等の作成又は受領をする者が
当該書類等をスキャナで読み取る場合において、当該
書類等の大きさが日本産業規格Ａ列４番以下であると
きは、アに掲げる情報に限る。）」とあるのは「情報」
と」を削る。

　　　附　則

（施行期日）
１　この規則は、公布の日から施行する。ただし、第２

条及び附則第３項の規定は、令和６年１月１日から施
行する。

（経過措置）
２　この規則の施行の日から令和５年７月29日までの間

に京都府産業廃棄物税条例（平成16年京都府条例第６
号）第19条第２項に規定する書類等（以下この項及び
次項において「書類等」という。）に記載すべき事項
に係る電磁的記録について保存が行われる場合におけ
る第１条の規定による改正後の京都府産業廃棄物税条
例施行規則第25条第５項の規定の適用については、同
項第２号イ中「業務をいう。）」とあるのは、「業務を
いう。）又は一般財団法人日本データ通信協会が認定
する業務」とする。
３　第２条の規定による改正後の京都府産業廃棄物税条

例施行規則第25条第５項の規定は、附則第１項ただし
書に規定する規定の施行の日以後に保存が行われる書
類等について適用し、同日前に保存が行われた書類等
については、なお従前の例による。

京都府規則第30号

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す
るための法律に基づく指定障害福祉サービスの事
業の人員等の基準等に関する条例施行規則等の一
部を改正する規則

（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

クロフィルムによる保存を行っている場合には、同
条第１項第３号に掲げる要件を除く。）及び次に掲
げる要件に従って当該電磁的記録の備付け及び当該
電磁的記録の電子計算機出力マイクロフィルムによ
る保存をしなければならない。

　　⑴　当該電子計算機出力マイクロフィルムの保存に
併せて、次に掲げる書類の備付けを行うこと。

　　　ア　当該電子計算機出力マイクロフィルムの作成
及び保存に関する事務手続を明らかにした書類

　　　イ　次に掲げる事項が記載された書類
　　　　ア　特別徴収義務者等（その者が法人である場

合には、当該法人の帳簿の保存に関する事務
の責任者である者）の当該帳簿に係る電磁的
記録が真正に出力され、当該電子計算機出力
マイクロフィルムが作成された旨を証する記
載及びその氏名

　　　　イ　当該電子計算機出力マイクロフィルムの作
成責任者の氏名

　　　　ウ　当該電子計算機出力マイクロフィルムの作
成年月日

　　⑵　当該電子計算機出力マイクロフィルムの保存を
する場所に、日本産業規格Ｂ7186に規定する基準
を満たすマイクロフィルムリーダプリンタ及びそ
の操作説明書を備え付け、当該電子計算機出力マ
イクロフィルムの内容を当該マイクロフィルム
リーダプリンタの画面及び書面に、整然とした形
式及び明瞭な状態で、速やかに出力することがで
きるようにしておくこと。

　２　前項の規定は、条例第20条第５項の規定により書
類等に係る電磁的記録の電子計算機出力マイクロ
フィルムによる保存をもって当該書類等の保存に代
えようとする特別徴収義務者等の当該電磁的記録の
電子計算機出力マイクロフィルムによる保存につい
て準用する。この場合において、前項中「前条第１
項各号」とあるのは「前条第１項第１号及び第３号」
と、「特定要件に従って当該電磁的記録の備付け及
び」とあるのは「特定要件（同項第２号ウからオま
でに掲げるものに限る。）に従って」と、「及び次に」
とあるのは「並びに次に」と読み替えるものとする。

　３　条例第20条第６項に規定する規則で定める場合
は、同条第１項の規定により帳簿に係る電磁的記録
の備付け及び保存をもって当該帳簿の備付け及び保
存に代えている特別徴収義務者等の当該帳簿又は同
条第２項の規定により書類等に係る電磁的記録の保
存をもって当該書類等の保存に代えている特別徴収
義務者等の当該書類等の全部又は一部について、そ
の保存期間（条例第19条の規定により帳簿又は書類
等の保存をしなければならないこととされている期
間をいう。）の全期間（電子計算機出力マイクロフィ
ルムによる保存をもってこれらの電磁的記録の保存
に代えようとする日以後の期間に限る。）につき電
子計算機出力マイクロフィルムによる保存をもって
これらの電磁的記録の保存に代えようとする場合と
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　　第４条第２項中「厚生労働大臣」を「こども家庭庁
長官」に改める。

　　　附　則

　この規則は、公布の日から施行する。

　訓　　　　令　

京都府訓令第14号

本　　庁　
地方機関　

　現業職員の特殊勤務手当に関する規程の一部を改正す
る訓令を次のように定める。

　　令和５年７月11日
　　　　京都府知事　西　脇　　隆　俊

現業職員の特殊勤務手当に関する規程の一部を改
正する訓令

　現業職員の特殊勤務手当に関する規程（昭和33年京都
府訓令第１号）の一部を次のように改正する。
　附則第４項を削る。

　　　附　則

１　この訓令は、令和５年７月11日から施行する。
２　この訓令の施行前にこの訓令による改正前の現業職

員の特殊勤務手当に関する規程附則第４項に規定する
作業に従事した現業職員の当該従事に係る特殊勤務手
当については、なお従前の例による。

人　事　委　員　会

　職員の特殊勤務手当に関する規則の一部を改正する規
則をここに公布する。

　　令和５年７月11日
　　　　京都府人事委員会
　　　　　委員長　坂　田　　　　均

京都府人事委員会規則106―818

職員の特殊勤務手当に関する規則の一部を改正す
る規則

めの法律に基づく指定障害福祉サービスの事業の人員等
の基準等に関する条例施行規則の一部改正）
第１条　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業
の人員等の基準等に関する条例施行規則（平成24年京
都府規則第47号）の一部を次のように改正する。

　　第８条第２項中「基準省令第44条第２項の」を「障
害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため
の法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人
員、設備及び運営に関する基準（平成18年厚生労働省
令第171号。以下「基準命令」という。）第44条第２項
のこども家庭庁長官及び」に改める。

　　第10条第２項中「、前条」を「、第８条第２項中「第
44条第２項のこども家庭庁長官及び厚生労働大臣」と
あるのは「第48条第２項において準用する基準命令第
44条第２項のこども家庭庁長官及び厚生労働大臣（重
度訪問介護に係る指定障害福祉サービスの事業にあっ
ては、当該事業について基準命令第48条第２項におい
て読み替えて準用する基準命令第44条第２項の厚生労
働大臣）」と、前条」に改める。

　　第11条第８項中「指定医療機関」を「指定発達支援
医療機関」に、「第６条の２第３項」を「第６条の２
の２第３項」に、「いう」を「いう。以下同じ」に改
める。

　　第21条第２項中「基準省令」を「基準命令」に改める。
　　第30条第２項中「基準省令第120条第４項の」を「基

準命令第120条第４項のこども家庭庁長官及び」に改
める。

　　第46条第２項及び第52条第３項中「基準省令」を「基
準命令」に改める。

　　第67条第１項第２号ア中「障害支援区分に係る市町
村審査会による審査及び判定の基準等に関する省令」
を「障害支援区分に係る市町村審査会による審査及び
判定の基準等に関する命令」に、「区分省令」を「区
分命令」に改め、同号イからエまでの規定中「区分省
令」を「区分命令」に改める。

　　第68条の２第１項第２号中「区分省令」を「区分命
令」に改める。

　　附則第９項中「基準省令」を「基準命令」に改める。
（児童福祉法に基づく指定通所支援の事業の人員等の基
準等に関する条例施行規則の一部改正）
第２条　児童福祉法に基づく指定通所支援の事業の人員

等の基準等に関する条例施行規則（平成24年京都府規
則第49号）の一部を次のように改正する。

　　第６条第２項中「「省令」を「「基準府令」に、「厚
生労働大臣」を「こども家庭庁長官」に改める。

　　第13条第３項中「省令」を「基準府令」に、「厚生
労働大臣」を「こども家庭庁長官」に改める。

（児童福祉法に基づく指定障害児入所施設の人員等の基
準等に関する条例施行規則の一部改正）
第３条　児童福祉法に基づく指定障害児入所施設の人員

等の基準等に関する条例施行規則（平成24年京都府規
則第50号）の一部を次のように改正する。



号外　第29号　令和５年７月11日　火曜日　　　

月額購読料 2,930円 17

京  都  府  公  報

　職員の特殊勤務手当に関する規則（京都府人事委員会
規則６―３）の一部を次のように改正する。
　附則第１項及び第２項を削る。

　　　附　則

　この規則は、公布の日から施行する。

京都府人事委員会告示第94号

　感染症防疫作業手当を支給する感染症について定めた
告示（平成11年京都府人事委員会告示第44号）の一部を
次のように改正する。

　令和５年７月11日
　　　　京都府人事委員会　　　　　　
　　　　　委員長　坂　田　　　　均　

　第８号を削る。

京都府人事委員会告示第95号

　新型コロナウイルス感染症により生じた事態に対処す
るための特殊勤務手当の特例について定めた告示（令和
３年京都府人事委員会告示第86号）は、廃止する。

　令和５年７月11日
　　　　京都府人事委員会　　　　　　
　　　　　委員長　坂　田　　　　均　


